
安全な食品を提供
するために

事業者の皆さまへ
自主検査を
実施しましょう !

自主検査のQ&A
自主検査を正しく理解するために、
Q&A方式で解説をしています。

埼玉県食品衛生協会
検査センター
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１

(解説)
ハサップに沿った衛生管理の制度化に伴い、衛生管理計
画の策定、遵守が求められることとなり販売食品等の自主
検査※の実施など必要な措置を衛生管理計画に盛り込むこ
とが必要になりました。
回収命令や食品廃棄などの行政処分が伴う「行政検査」
とは異なり、検査結果を製品の製造や食品の取扱い方法な
どに反映できるという利点があります。

(参考)
※ 販売食品等の自主検査

食品衛生法第13条第1項の規格基準に適合していることの確認
に限らず、ハサップに沿った衛生管理の制度化に伴い食品等事業
者の自らの責任において行う検査をいう。
具体的な方法としては、食品中又は食品に付着しているヒトに

とって有害な微生物や化学物質などが無いかを調べるもの。直接
的に有害な微生物や化学物質を調べる場合やそれらに汚染されて
いる可能性を示す指標菌を調べる場合がある。一般的に、細菌
(微生物)検査や理化学検査(残留農薬検査など)として区別する。





(解説)
食品関係営業者(保健所の営業許可を受けている者)は、
従来から自主検査を行うことになっていました※1。
令和3年6月に本格施行された改正食品衛生法では、衛生
管理に関する新たな制度が、営業以外の学校、病院等で
継続的に不特定又は多数の者に食品を供与する施設（集
団給食施設）にも準用されることとなりました※2。
また、食品の生産から流通消費に係る食品等事業者に
あっては、ハサップに沿った衛生管理（衛生管理計画の
作成、衛生管理の実施状況の記録･保存、食品衛生責任者
の設置等）の一環として自主検査を実施することとなり
ます。

参考 ※1 食品衛生法で規定する自主検査
※2 HACCPに沿った衛生管理の本格施行について





(解説)
食品営業者は、自ら取扱う食品(自ら製造したものに限ら
ず全てのもの)についてその安全性を確保する責任があり
ます。そのためには、取扱う食品についてよく理解し原材
料の安全性にも注意しなければなりません。
そして、それらの安全性を客観的に判断する手段として
自主的に検査をしなければなりません。今まで問題がな
かったからと言っても、取扱う食品や原材料は、産地や生
産時期、取引をする相手方の衛生状態や安全性確保の取組
状況などの違いにより逐次変化しています。
自主検査によって安全の確認をしましょう。
全国統一のハサップに沿った衛生管理の制度化に伴い一
般の消費者や生産から流通消費に至る各段階の関係者の意
識が向上し、自主検査の結果を重視する傾向が高まってき
ています。





(解説)
食品等事業者が行う自主検査については、従来から食
品営業者の責務として義務付けられていました※1。
しかし、自主検査を実施しようとしても判断するため
の基準(食品規格基準)や規範(特定の食品に関する衛生
規範)がない食品については、食品営業者を指導する行
政側も積極的に取組んできませんでした。
それは、判断の基準を行政に求められても統一した判
断基準がないことから、十分に理解が得られる答えが
できなかったためでした。
新たに「ハサップに沿った衛生管理」が制度化され、
食品等事業者自らが、この衛生管理(衛生管理計画の作
成・実行)を行うこととなりました。
具体的には、食品等事業者自らが、計画した衛生管理
の水準(基準)を決めることができ、規格基準や衛生規
範に該当しない食品であっても、自主検査(検証)を通
して、自らの衛生管理が適正に機能していることを証
明(判断)することができることとなりました。
そして、皆さんのお店に立ち入りする保健所の食品衛
生監視員は、食品等事業者の計画した衛生管理計画が
適切に機能しているかどうかなどのチェックを各種の
記録などや自主検査の結果から判断することができる
ようになりました。

参考 ※1 食品衛生法で規定する自主検査





(解説)
自主検査は他人から指示されて行うものではありませ
ん。「自ら行う検査です。」とは言っても、食品等事業
者自身で行う食品知識の習得や安全性の確保とは異なり、
食品の検査には、それに必要な検査器材や検査員、専用
の検査室などが必要となります。大手の製造会社や工場
のように一般の食品等事業者の方々が個々で実施するこ
とは困難です。
そのために、埼玉県食品衛生協会では年４回、県内各
保健所を会場として自主検査の受付を行っております。
自主検査の日程などにつきましては、各保健所の食品
衛生協会へお問い合わせください。また、急いで自主検
査をしたい方には、同協会検査センターの窓口において
随時受付を行っています。自分の取扱っている販売食品
等についてどのような検査が適しているかなどのお問合
せにも対応しています。

(参考)
お問い合わせ
一般社団法人埼玉県食品衛生協会検査センター
〒330-0855 さいたま市大宮区上小町1450番地

電話番号 048-649-5331
FAX 048-647-3360







11

20230401現在
（協会名） 協会TEL(FAX) 勤務日 〒 所在地

戸田・蕨 048-262-8364
毎日

9：00～4：00
333-0842

川口市前川1-11-1
南部保健所内

048-771-6611
FAX 048-771-6611

火・水
9：00～3：00

362-0074
上尾市春日2丁目10-33
上尾市西保健センター内

048-541-8633
月・木・金

9：00～4：00
365-0039

鴻　巣 048-542-8368
毎日

9：00～4：00
365-0039

草　加 048-927-1222
毎日

10：00～4：30

吉　川 048-924-3516
毎日

9：00～4：00

朝　霞
　＊1

048-468-7551
毎日

9：00～4：30

富士見 048-494-2295
毎日

9：00～4：30

坂　戸 049-282-4747
毎日

9：00～4：00
350-0212

坂戸市石井2327-1
坂戸保健所内

狭山/入間
＊1

04-2003-2113
毎日

9：00～4：00

所　沢 04-2955-4410
毎日

9：00～4：00

飯能/日高 04-2955-9105
毎日

9：00～4：00

hiki2018@yahoo.co.jp

緊急時0493-23-4099

秩　父
＊2

0494-24-4323 毎日　9：00～4：00
(1:00～2:00昼休み)

368-0025
秩父市桜木町8-18
秩父保健所内

本　庄
＊1

0495-24-3167
毎日

9：00～4：00
367-0047

本庄市前原1-8-12
本庄保健所内

熊　谷
048-523-8975

(FAX 523-4486)
毎日

9：00～4：00

火(第2,4はPM)・木
9:00～4:00

月・金
9:30～4:00

366-0823
深谷市本住町17-3

深谷商工会議所3階
048-581-8040

(FAX 581-0212)
水

9：30～4：00
369-1224

寄居町鉢形2609
鉢形城公園管理事務所２F

加　須 0480-61-1253
月～水、金
9：00～4：00
（昼休み不在）

金
9：00～4：00

月・火・水
9：00～3：00

361-0052
行田市本丸2-20
行田地方庁舎2F

春日部 048-734-2815
毎日

9：00～4：00
344-0038

春日部市大沼1-76
春日部保健所内

幸　手 0480-44-3112
毎日

9：00～4：00
340-0115

幸手市中1-16-4
幸手保健所内

川越市 049-224-7955
毎日

9：00～4：00
350-1104

川越市小ヶ谷817-1
川越市保健所内

越谷市 048-940-2337
毎日

9：00～4：00
343-0023

越谷市東越谷10-31
越谷市保健所内

川口市 048-262-9292
毎日

9：00～4：00
333-0842

川口市前川1-11-1
川口市保健所内

さいたま市
048-852-3223

(FAX 852-3203)
毎日

8:30～5:00
338-0013

さいたま市中央区鈴谷
７-5-12　さいたま市保健所内

保健所管内食品衛生協会一覧表

048-526-1556
(熊谷FAX

   523-4486)
090-4662-6677深谷/寄居

注１：＊1；食品衛生協会連合会、＊2；食品環境衛生協会、その他；食品衛生協会

行田/羽生
＊2

048-553-3099

比　企

加須市南町5-15
加須保健所内

340-0035

351-0016

350-1324

360-0031

朝霞市青葉台1-10-5
朝霞保健所内

上　尾

鴻巣市東4-5-10
鴻巣保健所内

347-0031

注２：協会TEL/(FAX)欄のFAX記載なしは、電話番号とFAX番号が同じ

草加市西町425-2
草加保健所内

毎日
9：00～4：00

熊谷市末広3-9-1
熊谷保健所内

355-0037
東松山市若松町2-6-45
東松山保健所内

狭山市稲荷山2-16-1
狭山保健所内
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(解説)
従来から、食品工場の形態で大量生産され広域流通する食
品の一部には、食品の基準や規格が設けられ、食品営業者や
保健所のいずれもが積極的に自主検査や行政検査を行ってき
ました※3。しかし、現在、食中毒事件など人に危害を及ぼす
多くの食品には、衛生状態の判断となる基準や規格のないも
のがほとんどでした。
ハサップに沿った衛生管理の制度化により、食品等事業者
自らが食品の製造や販売に関して衛生管理の手法を計画・実
行し、その衛生管理が適切に行われているかどうかの判断
(検証)までも行うこととなったのです。
この場合、規格基準や衛生規範に該当しない食品であって
も、食品等事業者の計画した衛生管理の水準(基準)を持つこ
とで、自らが計画した衛生管理の手法が適正に機能している
ことを自ら判断することができます。

つまり、従来は基準や規格がないために衛生管理の状況を客
観的に判断することができなかった食品についても「自主検査」
の結果から「適切な衛生管理」が成されているかどうかを判
断することができるようになったのです。

こうした意味では、自主検査の対象となる食品等の範囲が拡大
されたといえます。

参考※ 3行政検査の目的と食品の規格基準、成分規格





（解説）
従来は、食品の基準や規格が設けられた食品や衛生
規範が示された食品について、営業者や保健所のいず
れもが積極的に自主検査や行政検査を行ってきました。
その甲斐があって、現在、これらに違反する食品の
流通はほとんどなくなってきました。
一方で、食中毒事件など人に危害を及ぼす多くの食
品には、その判断の基準や規格のないものがほとんど
となっています。
ハサップに沿った衛生管理※4が制度化され、従来の

衛生管理の方法を規定してい各種通知や衛生規範は廃
止されました※5。ハサップに沿った衛生管理を行うために
は、自主検査による検証が重要なりました。

こうした意味では、自主検査を行う目的がより明確となっ
たといえます。

参考 ※4 ハサップシステムと衛生規範による衛生管理の違い
※5 衛生規範の廃止と新たな衛生管理について





(解説)
自主検査は、検査する項目、調べる食品や原材料な
どを変えることによって衛生管理計画が適正に機能
しているかどうかを客観的に判断する手段として、
とても有効です。
より安全で安心できる食品を提供するために是非、
自主検査を活用しましょう。
埼玉県食品衛生協会では年４回、県内各保健所を会
場として自主検査の受付を行っております。自主検
査の日程などにつきましては、各保健所の食品衛生
協会へお問い合わせください。また、急いで自主検
査をしたい方には、同協会検査センターの窓口にお
いて随時受付を行っています。自分の取扱っている
販売食品等についてどのような検査が適しているか
などのお問合せにも対応しています。





(解説)
令和3年6月のHACCPに沿った衛生管理の本格施行に伴い厚生
労働省から出された通知には、「原則全ての食品等事業者は
HACCPに沿った衛生管理を実施するよう求められ」とありま
す。
食品等事業者とは、今までの食品営業者といった表現より
も広く食品に携わるほぼ全ての人々(学校、病院その他の施
設において継続的に不特定若しくは多数の者に食品を供与す
る人若しくは法人も含む。)を表しています(食品衛生法第3
条※1)。
従来は、自らが製造・調理したものの自主検査を行うこと
は、食品営業者の方も同様でしたが、ハサップに沿った衛生
管理の共通理念は「農場から食卓へ(フロム・ファーム・
テーブル)」といった一貫した衛生管理(いわゆる「フード
チェーンでの衛生管理」が重要とされています。
学校などの施設に入ってきた段階から、いくら徹底した衛
生管理を行っても、食材や原材料に問題があってはハサップ
に沿った衛生管理は機能しません。
保健所は、営業の許可を得た者(営業者)だけではなく、広
く食品等事業者に対してハサップに沿った衛生管理の実施に
ついて適切に指導及び助言を行っています※2。

参考 ※1 食品衛生法で規定する自主検査
※2 HACCPに沿った衛生管理の本格施行について





(解説)
食品の安全性確保はフードチェーン全体が機能する必要が
あります。そのためにも、食品や食材・原材料の自主検査が
重要となります。
令和2年11月都内の保育園で給食による食中毒が発生しまし
た。患者の共通食がきつねうどんと判明し、つゆの原材料に
使われた「鰹節のだしパック」に含まれていたヒスタミンを
病因物質とするヒスタミン食中毒でした。

(参考)
「HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の制度化に関する
Ｑ＆Ａ」（最終改正：令和３年５月31日）より

【主に事業者の皆様から寄せられた質問】
IV.保健所による監視指導や罰則等について

問17 飲食店が、「HACCP に沿った衛生管理」を実施してい
ない事業者から仕入れた食材を使用した場合、食品衛生法違
反になりますか。

〇 HACCPに沿った衛生管理を行っていない事業者から原材料
等を購入したことが、直ちに食品衛生法違反となるものでは
ありません。しかしながら、食品の安全性の確保はフード
チェーン全体で取り組むこととなりますので、衛生管理計画
に沿って信頼できる事業者から仕入れる、受入時の確認を行
う等、必要な対応をお願いします。





(解説)
ハサップに沿った衛生管理の制度化に伴い、食品衛生
法第51条が改正されました。この中で「公衆衛生上必要
な措置」が規則で定められることとなりました。
この規則には、一般的衛生管理と食品衛生上の危害の
発生を防止するために特に重要な工程を管理するための
取組を行うことが求められています。
また、この取組については、小規模な営業者にあって
は、「その取り扱う食品の特性に応じた取組とする」と
いう表現で規制の緩和がされています※6。
この場合、各業界などが手引書を作成し厚生労働省が
内容を確認することで、食品の種類や営業の規模に応じ
た衛生管理計画が実行できることになったのです。
したがって、食品の種類や製造規模に応じた管理の仕
方や基準となるレベルを独自に設けることとなりました。
自主検査の項目は、これらのレベルを維持できている
かどうかを客観的・効率的に判断するための手段です。
より安全で安心できる食品を提供するために是非、自
主検査を活用しましょう。

(参考)※6「公衆衛生上必要な措置」に係る小規模な営業者
に対する基準について









(参考)
我が国の食中毒事件の多くは、細菌性食中毒である。また、

保健所や消費生活センターに持ち込まれる食品の苦情の多くも
食品中の細菌の汚染や増殖による腐敗や劣化によるものとなっ
ている。食品の安全性確保のためには、食品細菌の検査が重要
である。







(参考)

指標菌(指標細菌)

菌そのものは、直接的な危害を及ぼすことはないが、その菌の存
在を確認することで、どのような温度管理や衛生的な取扱いがされ
ていたか、どの程度の品質なのかなどを見極めるための目安となる
細菌。
O157やカンピロバクターは、食品中でほとんど増殖しないが、わ

ずかな量でも人の体内に入ると食中毒を起こす。
これらの細菌に対しては、特別な条件や検査方法を用いる必要が

ある。
したがって、食品中にわずかな量で存在している場合には、通常

の検査で確実に存在を確認することは困難である。
そのため、指標菌を検査することで汚染の状況、保管状態及び加

熱殺菌の適否を客観的に確認することできる。



一般細菌数 指標菌として調べる。通常の食品に存在するが、洗
浄や加熱によって減少し、温度管理の不備や時間の経過により
増加する。一般細菌数が多い場合は、製造加工工程での取扱い
や温度管理に問題があったことを意味する。食品が腐敗してい
る場合は、一般細菌が増加(1.0×107/g以上)している。食品の
洗浄・加熱の効果、温度管理の適否を調べる指標(目安)菌。安
全な食品について、一般的には、300未満/g 又は30未満/ml と
表現される。

定性検査と定量検査 定性検査とは、大腸菌群、黄色ブドウ球菌、
大腸菌(E.coli)及び病原細菌などのように、菌の存在の有無を目
的に行う検査であり、菌量の大小に限らずその菌の存在が衛生管
理上の問題となる場合に用いられる方法。一方、定量検査とは、
菌の存在について許容される菌数かどうかが問題となる場合で、
一般細菌数(生菌数:生きていて増殖を続ける可能性のある菌の数)
などの検査に用いられる方法。

大腸菌群 加熱殺菌の効果を確認する指標菌として調べる。自然界
やヒトの大腸に存在する菌の総称(特定の菌を示すものではな
い。)。通常の加熱調理の温度で容易に死滅するため、その菌群
の存在を確認することで、加熱の効果を確認できる。大腸菌群は、
自然界にも広く分布するものがあり、加熱後の二次汚染の有無を
確認する目的にもなる。未加熱品の場合には、検出されても直ち
に不適当な製品とは言い切れないこともあり、この場合は、大腸
菌の検査で確認することができる。安全な食品について、一般的
には、大腸菌群陰性と表現される。



黄色ブドウ球菌 ヒトの体表などに分布し、自然環境に抵抗性
が強いので、あらゆる食品を汚染する可能性がある。黄色ブ
ドウ球菌は、食品中で増殖し食中毒の原因となる毒素を産生
する。加熱により菌自体は死滅しても毒素は分解されず食中
毒を起こす。ヒトからの汚染の可能性が高く衛生的な取扱い
が汚染防止のポイント。安全な食品について、一般的には、
黄色ブドウ球菌陰性と表現される。

大腸菌(E.coli) 糞便汚染の指標菌として調べる。大腸菌は、
ヒトの大腸に存在する特定の菌であり、その菌の存在を確認
することで、食品が何らかの理由(不十分な手洗いなど)で糞
便に汚染された証しとなる。大腸菌群が加熱効果や二次汚染
の指標となる反面、未加熱品や生鮮食品の衛生状況を確認し
たい場合は、大腸菌検査が適している。大腸菌は、全てが病
原菌ではないので検出されたからといって直ちにヒトに危害
を及ぼすことはないが、衛生的な取扱いを確認する上で重要。
安全な食品について、一般的には、大腸菌(E.coli)陰性と表現
される。









(解説)
一般細菌数は、食品を10℃以下に保存することで増
殖が抑えられます。細菌数が増加している場合は、
この保存温度からの逸脱や増殖を許してしまうほど
の長時間保管されていたことも想定されます。



(解説)
大腸菌群は、人の大腸の環境(一般の細菌の増殖を抑制
する胆汁酸の存在する環境)でも増殖し、糖を分解し、
酸と炭酸ガスを産生する細菌たちの総称です。
大腸菌群とされる菌は、衛生管理のため便宜上、ひと
くくりにしていますが、どれもが大腸に存在するわけで
はなく、自然界に広く分布しており、食品の原材料にも
多く含まれています。
これらの菌は、熱に弱く加熱処理によって容易に死滅
することから、加熱処理の適否のための指標菌となりま
す。また、環境中に存在することから、食品の二次汚染
の指標ともなります。







(参考)
「HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の制度化
に関するＱ＆Ａ」（最終改正：令和３年５月31日）より

【主に事業者の皆様から寄せられた質問】

IV.保健所による監視指導や罰則等について

問16 衛生管理計画に不備があった場合、直ちに行政処分
の対象となりますか。

〇食品衛生法第60条第１項に基づく営業許可の取消又は営
業の禁停止については、都道府県知事等が判断すること
となります。
一般的には、事業者が衛生管理計画を作成しない場合

や内容に不備がある場合、又は作成しても遵守していな
い場合、まずは改善のための行政指導が行われます。事
業者が行政指導に従わない場合には、改善が認められる
までの間、営業の禁停止などの行政処分が行われること
があります。(以下、略)





(参考)
2020年4月1日から食品表示法に基づく栄養成分表示が義務

付けられた。
食品表示基準では、食品関連事業者等は原則として、すべ

ての一般用加工食品等に5つの栄養成分(熱量、たんぱく質、
脂質、炭水化物及びナトリウム(塩分相当量))を表示すること
を義務としている。

＜栄養成分検査の受付＞
・完全予約制

お問合せ 電話番号 048-649-5331
FAX 048-647-3360

・検体受付時間
平日の月曜日から木曜日
9:00~12:00及び13:00~15:00

・検体量 200g以上

・成績書発行 受付後概ね2週間

・依頼書 検査センターHPからダウンロード可能

・宅配便利用可(午前中必着)
一般社団法人埼玉県食品衛生協会検査センター
〒330-0855 さいたま市大宮区上小町1450番地

















(参考)
食品衛生法「食品別の規格基準 細菌数(生菌数)の測定法」より

「細菌数の算定」については、次の要領による。
①一平板の集落数３０～３００のものを計測する。
②全平板に集落数３０以下の場合※
希釈倍率の低いものを計測し、その数に「以下」を付ける。

一般細菌数検査の実際
食品から10gを採取し、これを試料とする。
この試料に90gの希釈液を加え100gの試料液をつくる(10倍希釈)。
この試料液から1ml取り、9mlの希釈液を加える(100希釈)。=102
この試料液から1ml取り、9mlの希釈液を加える(1,000希釈) =103
この試料液から1ml取り、9mlの希釈液を加える(10,000希釈) =104

この試料液から1ml取り、9mlの希釈液を加える(10倍希釈をn回) =10n

このようにして、希釈した液1mlを培養した全平板に認められる集落
が30以下(0を含む)の場合、「希釈倍率の低いものを計測し」(上記、
下線の倍率)その数に「未満」を付ける。

30未満(実際の集落数)×10(希釈倍率)/g = 300未満/g
※

300 ~ 30 以上 300 ~ 30
30 以下 30未満

当所では、30以上と30以下の扱いを明確にするため
「30未満」という表現を用いている。

～
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※1 食品衛生法で規定する自主検査 

 (平成 15 年法改正により新設)

第３条 食品等事業者(食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、若しく

は販売すること若しくは器具若しくは容器包装を製造し、輸入し、若しくは販売することを営む人若しくは法人

又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若しくは多数の者に食品を供与する人若しくは法人をい

う。以下同じ。)は、その採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、販売し、不特定若しくは

多数の者に授与し、又は営業上使用する食品、添加物、器具又は容器包装(以下「販売食品等」という。)につい

て、自らの責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食品等の安全性の確保に係る知識及び技術の習

得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等の自主検査の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

 

※2「HACCP に沿った衛生管理の本格施行について」(抜粋) 

(令和３年５月 31 日付け薬生食監発 0531 第３号)

 都道府県保健所設置市特別区衛生主管部（局）長あて  

 厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長通知

「食品衛生法等の一部を改正する法律」（平成 30 年法律第 46 号）が平成 30 年６月 13 日に公布され、令和２年６

月１日から、食品衛生法第 50 条の２第２項の基準に基づき、原則全ての食品等事業者は HACCP に沿った衛生管理

を実施するよう求められ、(中略) 

 令和 3 年６月１日から本格施行されます。つきましては、各都道府県等におかれては、適切に指導及び助言を行っ

ていただきますようお願いします。  

 

※3 行政検査の目的と食品の規格基準、成分規格 

 食品からの危害を防止するためには、食品衛生法第 6 条で有毒な又は有害な物質を含む食品や病原微生物により汚染

された食品など、不衛生な食品又は添加物の製造、販売等を禁止している。 

 しかし、この規定だけでは、直ちに健康被害を及ぼさないまでも許容しがたいレベルの食品等の製造・流通等を防止

することができない。 

 そのため、法第 13 条において、これらを積極的に排除する目的で「規格基準」を設け、公衆衛生上必要とされる最

低限度の標準として「成分規格」を規定している。 

ハサップに沿った衛生管理の制度化が行われるまでは、この基準や規格に限って食品衛生行政においては、積極的

に「行政検査」を実施し、食品営業者にあっては、「自主検査」を行うことにより、これらの「基準」や「規格」に適

合していることを求めてきた。 

 

※4 ハサップシステムと衛生規範による衛生管理の違い 

ハサップシステムは、食品個々について危害を特定し、これを排除する工程に管理を集中し結果として最終製品の

検査を待たずに安全性を担保しようとするものである。 
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従来の方法が悪かったわけではないが、衛生規範など従来の衛生管理方法は、衛生に関する多くの事項について幅

広く漏れのないよう取り決めをしてこれを遵守するといったもので、管理の項目があまりにも多岐にわたり注意が分

散してしまい結果的に危害の排除が疎かになってしまったという欠点があり、ハサップシステムは、これを改良した

ものと言える。 

この場合、危害を排除する工程を重要管理点と定めモニタリングを行い結果(記録)が問題なければ、ロットごとの

検査が不要となったわけである。 

一方で、モニタリングの結果を見ているだけでは、システムが正しく機能しているかどうかの判断はできないた

め、このシステムを管理運営していく手段として、このシステムが期待通り機能しているかどうかについては、自主

検査により定期的に検証する必要がある。 

 

※5 衛生規範の廃止と新たな衛生管理について 

 食品等事業者自らが、衛生管理計画を作成し実行することになったことから、国では衛生管理に関する各種通知をは

じめとして、衛生管理について規定した「衛生規範」も廃止した。しかし、衛生規範が廃止されたからといっても衛

生管理の手法が自由化されたに過ぎない。衛生規範に示されていた衛生の指標(検査項目、細菌数や酸価・過酸化物価

などの数値)は今後も自主管理(自主検査)の基準として参考となるものである。 

 

※6「公衆衛生上必要な措置」に係る小規模な営業者に対する基準について 

食品衛生法第 51 条 

厚生労働大臣は、営業(器具又は容器包装を製造する営業及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律

第 2 条第５号に規定する食鳥処理の事業(第 54 条及び第 57 条第 1 項において「食鳥処理の事業」という。)を

除く。)の施設の衛生的な管理その他公衆衛生上必要な措置(以下この条において「公衆衛生上必要な措置」とい

う。)について、厚生労働省令で、次に掲げる事項に関する基準を定めるものとする。 

1 施設の内外の清潔保持、ねずみ及び昆虫の駆除その他一般的な衛生管理に関すること。 

2 食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を管理するための取組(小規模な営業者(器具又は容

器包装を製造する営業者及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第六条第一項に規定する食鳥処

理業者を除く。次項において同じ。)その他の政令で定める営業者にあつては、その取り扱う食品の特性に応じ

た取組)に関すること。 

(注釈) 

これまでは、埼玉県食品衛生法施行条例(第 3 条)において、食品営業者が行わなければならない公衆衛生上必要

な措置について定めた管理運営の基準(管理運営基準)の中で「製造、加工、調理又は処理をした製品について、定期

的に自主検査を行いその記録を一年間保存すること。」とされていた。 

ハサップに沿った衛生管理の制度化に伴い、厚生労働省令(食品衛生法施行規則)が改正され、この全国統一の「公

衆衛生上必要な措置」の実施により、ハサップに沿った衛生管理を行う上での「適切な衛生管理の証明」の手段とし

て「自主検査」が位置付けられることとなった。 




